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第２章 技術の概要 

第１節 本技術の目的と概要 

 

 

【解 説】 

（１）目的 

本技術は、降雨による処理場への流入水量を予測し、警報の発報及び適切な操作支援ガイ

ダンスを発出することで、浸水被害の発生リスクを軽減するためのものである。 

 

（２）背景・課題 

近年、局地的豪雨や大規模な降雨が発生し、少人数で複数の下水道施設を管理している地

域では降雨起因の施設流入水量増加への対応遅れによる浸水被害発生が散見される。下水道

施設における従来の降雨時対応状況を図2-1に示す。 

 

図2-1 従来の降雨時の対応状況 

 

１）降雨時の対応内容 

一般的に下水処理施設の降雨時対応は気象庁発表の気象警報・注意報により準備・体制

の構築を行い、施設周囲に止水板の設置や仮設ポンプを準備し、施設外部からの浸水防止

対応を行う。施設流入水量増加には、ポンプ井水位の状況に合わせて、流入ゲートやポン

プ操作を行い、施設浸水防止対応を行う。 

§５ 本技術の目的 

本技術は処理場への流入水量実績値及び降水量予報値から構築された流入水量予測ＡＩ

モデルを用いた分流式下水道の雨天時流入水量予測及び運転支援に関する技術である。Ａ

Ｉモデルによる流入水量予測、警報発報、及び操作支援ガイダンスを行うことで、適切な

運転支援及び処理場の浸水被害発生確率の軽減（浸水回数の減少）が可能となる。 
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そのほか汚泥流出回避のための運転操作や施設周辺の道路や管渠、河川等の監視等を行

い施設の浸水対策としている。 

 

２）浸水被害の課題と本技術での対応 

流入水量の変動を降水量予報、現況の流入水量、及びポンプ井水位から人が正確に予測

することは難しく、下水処理場での浸水被害を完全に防ぐことは非常に困難である。 

そこで、本技術では、機械学習を活用したＡＩを用いて下水処理場への流入水量を予測

することで、流入水量の変化に合わせた作業を実施することができるようにし、浸水被害

の軽減を狙う。 

浸水被害の課題と本技術での対応を表2-1に示す。 

表2-1 浸水被害の課題と本技術での対応 

 課題 本技術での対応 

１ 準備時間の確保 

気象庁より市町村(東京特別区は区)を

原則として発表される気象警報や注意

報を起点にして準備を始めた場合、準

備が整った時刻が、実際に対応する必

要がある水量が流入する時刻に対し

て、大幅にずれが生じる可能性があ

る。このため、長時間待機や準備に必

要な時間を適切に確保することができ

ない可能性がある。 

適切なタイミングで警報を発報 

降雨による処理場への流入水量増加を予

測し事前に警報を発報することで、長時

間の待機を減らすことや、準備に必要な

時間を適切に確保することが可能とな

る。 

２ 適切な実施作業の判断が困難 

実施する作業が現場任せとなり、作業

者が実施すべき作業を判断できないこ

とがある。 

ガイダンスによる操作支援 

流入水量の変化に応じた作業を事前に示

すことで慌てることなく現場作業を行う

ことが可能となる。 
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【解 説】 

本技術の概要を図2-2に示す。本技術は、内部に現時刻から一定時間後の流入水量を予測する

ＡＩモデルを内蔵し、下水処理場からの情報、降水量予報値や警報・ガイダンスに関する情報を

集約管理し、下水処理場関係者と共有する情報共有システムが中心となる。 

 

 

図2-2 本技術概要 

  

§６ 本技術の概要 

本技術は、流入水量に関する情報と運転支援に関する情報を下水処理場関係者と共有化

するものであり、以下の特徴を有している。 

（１）流入水量実績値と降水量予報値で流入水量予測が可能 

（２）情報共有システムによる集中管理と情報処理 

（３）多くの既存施設に適用可能 
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（１）流入水量実績値と降水量予報値で流入水量予測が可能 

本技術では、表2-2に示す入手が容易な２種類のデータを用いて現時刻より定められた

後の時刻における流入水量をＡＩで予測する。 

表2-2 流入水量予測ＡＩモデル構築に必要なデータ 

デ ー タ 名 称 流入水量実績値 降水量予報値 

データ取得場所 下 水 処 理 場 気 象 庁 等 

 

 

（２）情報共有システムによる集中管理と情報共有 

流入水量予測に必要な流入水量実績値と降水量予報値、流入水量予測ＡＩモデルで予測

された流入水量予測値、その他下水処理場から送られたポンプ井水位情報やシステムが発

出した警報データ等は情報共有システムを用いて集中管理を行うことができる。これら

データの他、現場作業に関する連絡内容や警報対応状況についても集約管理し、リアルタ

イムに多人数が同時閲覧可能である。この情報共有システムにより、下水処理場を管理す

る下水道管理者、運転管理者、運転員は、休日・夜間でも十分な準備の後に対応すること

ができるようになり、警報に対する対応状況を共有する事も可能となる。 

本技術は処理場の浸水被害軽減を目的としており、システム自体が災害に強いことが要

求される。また、下水処理場関係者への情報共有の容易さと適用箇所拡大への自由度の高

さから、クラウドによる利用を推奨する。 

 

（３）多くの既存施設に適用可能 

本技術の導入にあたり、下水処理場で取得が必要となる情報は、流入水量実績値のみで

あり、現場にはこの情報をクラウドに送るための通信盤の設置のみが必要であることから、

既存システムの大幅な改修や下水処理場の大幅な改築は不要であるため、幅広い施設に適

用が可能である。 
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【解 説】 

本技術の構成を図2-3に示す。本技術は、流入水量予測に必要な下水処理場のデータを収集・

送信するデータ収集システムと得られたデータから流入水量を予測し、閾値警報、運転支援ガイ

ダンスを設定、通知する情報共有システムで構成される。流入水量予測に必要な降水量予報値は

第２章第３節を参照。 

 

 

図2-3 本技術構成 

 

 

（１）データ収集システム 

データ収集システムは、図2-3に示した流入水量予測に必要な下水処理場のデータを収

集し一定時間毎に情報共有システムへデータを送信する。 

 

（２）情報共有システム 

情報共有システムはクラウド上に構築され、データ収集システムから送られたデータと

§７ 本技術の構成 

本技術は、下水処理場のデータを収集、送信するデータ収集システム、流入水量を予測

し、警報を発報する情報共有システムで構成される。 

（１） データ収集システム 

（２） 情報共有システム 
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流入水量予測値を受け取る。本システムは第２節で示した各要素技術で構築される。情報

共有システムの主な機能を表2-3に示す。 

 

表2-3 情報共有システムの主な機能 

項 目 内 容 

データ保存 取得、作成データを保存する。 

データ共有 
取得、作成データをパソコン，携帯電話，タブ

レットで共有する。 

流入水量予測 ＡＩで流入水量を予測する。 

閾値設定 取得、作成データに閾値を設定する。 

警報設定 警報の種別、通知先等を設定する。 

運転支援ガイダンス設定 警報内容に運転支援ガイダンスを設定する。 

警報発報 

流入水量予測及び計測データ値の閾値に対して

警報を発報し、運転支援ガイダンスを通知す

る。 
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第２節 本技術を構成する要素技術の概要 

 

 

【解 説】 

（１）データ収集技術 

データ収集技術は、流入水量予測ＡＩモデルによる流入水量予測に必要な以下の情報を

収集するための技術である。 

１）流入水量実績値 

２）降水量予報値 

 

（２）データ利用技術 

データ利用技術は、収集したデータを利用するための技術であり、以下で構成される。 

１）データ受信／保存技術 

２）流入水量予測技術 

３）セキュリティ技術 

 

（３）流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築技術 

流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築技術は流入水量予測ＡＩモデルが十分な精度を確

保するための技術であり、以下で構成される。 

１）流入水量予測ＡＩモデル構築条件 

２）流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築要件 

３）AI構築・再構築用ハードウェア 

 

（４）運転支援技術 

運転支援技術は、流入水量予測値が閾値を超えた場合に適切なガイダンスを発出するた

めの技術である。 

 

  

§８ 技術を構成する要素技術の概要 

本技術は、以下の要素技術から構成される。 

（１）データ収集技術 

（２）データ利用技術 

（３）流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築技術 

（４）運転支援技術 
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第３節 データ収集技術 

 

 

【解 説】 

（１）測定対象と測定間隔 

流入水量予測ＡＩモデル構築（再構築）及び運用に必要な流入水量実績値を表2-4に示

す。(a)既設機器として流入水量を直接測定するための流量計がある「流量計あり」の場

合による直接測定、または(b)既設機器として流入水量を直接測定するための流量計がな

い「流量計なし」の場合における主ポンプ吐出量流量計とポンプ井水位計の測定値からの

算出、のどちらを使用しても良い。なお、測定間隔は流入水量予測間隔以下である事が必

要となる。 

表2-4 流入水量実績値の種類及び測定対象と測定間隔 

種 類 (a)流量計あり (b)流量計なし 

測 定 対 象 流入水量 主ポンプ吐出量 ポンプ井水位 

デ ー タ 種 類 瞬時値 

データ処理方法 平均 算出 

測 定 間 隔 流入水量予測間隔以下  

 

 

  

§９ 流入水量実績値 

流入水量予測ＡＩモデルの構築（再構築）及び運用に必要な下水処理場への流入水量実

績値は流量計で直接測定している場合はその測定結果を使用する。一方、流入水量実績値

を直接測定していない場合は同時に測定した主ポンプ吐出量とポンプ井水位から算出した

流入水量を使用することも可能である。測定に用いる流量計及び水位計の選定は、既設機

器の状況、設置環境、費用等を勘案し総合的に判断する。 

（１）測定対象と測定間隔 

（２）測定機器 

（３）主ポンプ吐出量流量計 

（４）ポンプ井水位計 

（５）通信盤 
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（２）測定機器 

流入水量実績値を得るために必要な機器は、表2-4の(a)の場合は流入水量流量計、(b)

の場合は主ポンプ吐出量流量計とポンプ井水位計である。新規購入の要否は既存機器によ

り表2-5から決定される。 (a)、(b)両方可能な場合は、流入水量実績値を直接測定する

(a)が良い。 

表2-5 既設機器による新規購入機器 

№ 

既設機器状況 

新規購入機器 種類 流入水量 

流量計 

主ポンプ 

流量計 

ポンプ井 

水位計 

１ 〇 〇 〇 不要 (a) 

2 〇 〇 × 不要 (a) 

3 ○ × × 不要 (a) 

4 × 〇 ○ 不要 (b) 

5 × 〇 × ポンプ井水位計 (b) 

6 × × 〇 主ポンプ吐出量流量計 (b) 

7 × × × 
主ポンプ吐出量流量計 

ポンプ井水位計 
(b) 

注）○：既設あり ×：既設なし 

 

（３）主ポンプ吐出量流量計 

本技術で流量計の型式は問わないが、予測精度低下を防ぐため途中での変更は極力避け

る方が望ましい。途中で型式を変更する場合は、同じ対象を同時測定した結果で予測精度

の確認を行う方が良い。また、安定した予測精度を維持するため、下記に留意する必要が

ある。 

１）設置位置 

流量計の型式に応じて定められた設置条件を満足する必要がある。 

２）計測精度 

方式や機種により異なるが、一般的な精度以上を有する機器が良い。なお、B-DASH実

証事業では、指示値の±3%の精度を有するものを利用した。 

３）必要数 

主ポンプ吐出先が複数存在する場合は流入水量算出に必要となる全てに設置する必要

がある。 

４）測定範囲 

非常用ポンプを含めたポンプ複数台運転時の測定が可能であること。 

５）維持管理 

メーカーが定めた維持管理を実施する必要がある。 
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（４）ポンプ井水位計 

本技術で水位計の型式は問わないが、外部環境、動圧、泡や汚れなどの影響が少なく、

連続で測定できるものが望ましく、ＡＩ予測精度低下を防ぐため途中での型式変更は極力

避ける方がよい。また、安定した予測精度を維持するため、下記に留意する必要がある。 

１）設置位置 

水位計の型式に応じて定められた設置条件を満足する必要がある。 

２）計測精度 

方式や機種により異なるが、一般的な精度以上を有する機器が良い。なお、B-DASH実

証事業では、F.S.に対して±0.2%の精度を有するものを利用した。 

３）必要数 

ポンプ井が複数存在する場合は流入水量算出に必要となる全てに設置する必要がある。 

４）測定範囲 

非常時を含めて測定が可能であること。 

５）維持管理 

メーカーが定めた維持管理を実施する必要がある。 

 

（５）通信盤 

本技術において通信盤は現場で収集したデータを情報共有システムに送信する役割を有

する。 

１）通信手段 

それぞれの処理場で遅滞なくデータを送信できるものを選択すること。 

 

   ２）送信間隔 

データの通信間隔は流入水量予測時間間隔より短いこと。 
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【解 説】 

本システムで用いる降水量予報値の仕様はそれぞれ以下のとおりである。 

 

（１）降水量予報値の公表時間及び間隔 

本技術では、発報時刻の10～60分後まで10分間隔の降水量予報値データ(降水ナウキャ

スト)を基本とする。 

 

（２）空間解像度 

本技術では降水ナウキャストを使用しているので、降水量予報値の空間解像度は世界測

地系標準地域メッシュの3次メッシュ(東西、南北とも1km)を基本とする。 

 

（３）データ入手範囲 

本技術で必要な降水量予報値の地理的範囲は、対象下水処理場の処理区域である。降水

地点は処理区域内の世界測地系標準地域メッシュの3次メッシュから選ぶ。実証研究を

行った氷上中央浄化センターのデータ入手範囲と降水地点の例を図2-4に示す。氷上中央

浄化センターの処理区域内に、降水ナウキャストから降水量予報値が得られる降水地点は

4箇所（図2-4中の黒丸）存在し、ここのデータを使用した。対象となる下水処理場の処理

区域内に4箇所を超える降水地点が存在する場合は、近接する降水地点をまとめて全体を4

地点に分ける。 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4 実証研究での降水量予報値入手範囲(氷上中央浄化センター) 

§10 降水量予報値 

流入水量予測ＡＩモデル構築（再構築）及び運用に用いる降水量予報値については、以

下の項目に関する仕様をて確認した上で、予測精度や費用を勘案し総合的に判断する。 

（１）降水量予報値の公表時間及び間隔 

（２）空間解像度 

（３）データ入手範囲 

（４）更新間隔 

（５）データ仕様 

（６）データ受渡方式 
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（４）更新間隔 

本技術で使用する降水量予報値の更新間隔は、降水量予報データ(降水ナウキャスト)が

更新される10分間隔を基本とする。ただし、流入水量を予測する時間間隔以下であること

に注意が必要である。 

 

（５）データ仕様 

本技術で使用する降水量予報値は、離散値でよく、連続データである必要はない。 

なお、参考までに、実証研究で採用した降水量予報値を以下に示す。 

実証研究で採用した降水量予報値 0、0.5、1.0、2.0、3.0、・・・(mm/min) 

 

（６）データ受渡方式 

降水量予報データの受渡はクラウドへ時間遅れなく取り込むことが可能であれば、方式

に依存しない。 
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第４節 データ利用技術 

 

 

【解 説】 

流入水量予測を確実に行うためには、下水処理場や気象庁等より送られてきたデータを確実に

取得する必要がある。これを確実にする為、下水処理場からの情報発信遅延や気象庁等からの情

報提供遅延、システム異常等、情報取得状況の不具合に対してシステム上の機能として対策を構

築するとともに、上位情報提供に関する不具合についても迅速に把握できる対策と体制を構築し

て安定運用を図る必要がある。以下に対策例を示す。 

 

・情報提供の遅延やシステム不具合等によるデータ取得リトライ機能 

・通信異常やデータ未取得等に関する異常通知機能 

・上位情報提供に関する不具合連絡（気象庁等より通知連絡） 

 

過去のデータは不具合発生時や状況確認時等に必要となるため、確実に保存を行う必要がある

ので冗長化（予備装置を平常時からバックアップとして配置し、運用すること）された機器で保

存することが望ましい。 

  

§11 データ受信／保存技術 

データ受信／保存技術は下水処理場や外部機関より送られてきたデータを確実に受信し

保存するための技術である。 
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【解 説】 

（１）流入水量予測間隔と予測時間 

流入水量予測間隔は降水量予報データの更新間隔より短くすることは困難であるため降

水量予報データの更新間隔と同じ10分間隔を基本とする。また、予測時間は対象下水処理

場の体制構築時間＋10分に設定する。 

 

（２）流入水量実績値の前処理 

下水処理場より送られてくるデータは10分間隔毎に前処理を実施する。前処理の方法は

流入水量予測ができない場合や、誤った結果となる事を防止するため、欠損や異常値を除

外し、平均処理を行う。 

下水処理場より送られてくるデータがポンプ吐出量とポンプ井水位の場合は流入水量実

績値に換算処理を実施する必要がある。実証研究における氷上東浄化センターの例を以下

に示す。流入水量実績値は式(1)より求められる。図2-5で示したポンプ井の体積変化はポ

ンプ井底部からの高さに対するポンプ井体積の計算式(2)より流入水量予測を行う現時刻

と10分前のポンプ井体積を求めその差とした。 

 

□ = □□ + ∆□ × 6          (1) 

Q： 流入水実績値量(㎥/h)
Q□： ポンプ吐出量(㎥/h)
∆□： ポンプ井体積変化(㎥/10分)

 

 

 

 

 

 

 

図2-5 氷上東浄化センターポンプ井概略図 

 

§12 流入水量予測技術 

流入水量予測に関する以下について示す。 

（１）流入水量予測間隔と予測時間 

（２）流入水量実績値の前処理 

（３）降水量予報値の前処理 

（４）前処理後データの整理 

（５）流入水量予測 
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V = −0.6333ℎ□ + 60.23ℎ − 19.754 0.5 < ℎ681.23ℎ□ − 438.27ℎ□ + 83.79ℎ□ + 2.922ℎ 0.5 ≥ ℎ  (2) 

V： ポンプ井容積(㎥)
h： ポンプ井底部からの高さ(m) 

 

（３）降水量予報値の前処理 

流入水量予測ＡＩモデルで用いる降水量予報値は、4箇所×6時刻のデータを使用するこ

とを基本とする。対象となる下水処理場の処理区域内に4箇所を超える降水地点が存在す

る場合は、近接する降水地点をまとめて全体を4地点に分け、複数降水地点が存在する箇

所には平均処理等の前処理を行う。実証研究において処理区域内に4箇所以上降水地点が

存在した氷上東浄化センターの例を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6 氷上東浄化センターの処理区域内降水地点 

 

  

処理場 東1 東2 

南1東1 

北1東1 

北2東2 

北1 

北2 

西1 

北1西1 

北2西1 

北3西1 

北4西1 

降水地点１ 

降水地点２ 

降水地点３ 

降水地点４ 

太線で示す4地点を個別 
(太線内は平均処理) 

降水量予報値１(10分後予報値) 

降水量予報値２(20分後予報値) 

降水量予報値３(30分後予報値) 

降水量予報値４(40分後予報値) 

降水量予報値５(50分後予報値) 

降水量予報値６(60分後予報値) 

6時刻を個別 

4地点×6時刻 

＝24種類 
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（４）前処理後データの整理 

前処理を実施した流入水量実績値と降水量予報値は、ＡＩ構築時に定めたラグ値（流入

水量予測ＡＩで使用するデータの時間遅れ）分だけ表2-6に示すようにＡＩに引き渡し可

能な形式に整理する。なお、ラグ値の決め方については第2章第5節§14に記載した。 

 

表2-6 整理後データ(太枠線内) 

種類 
 

流入水量 

実績値 

降水量予報値(10 分後) ・・・ 降水量予報値(60 分後) 

時間 地点① 地点② 地点③ 地点④  地点① 地点② 地点③ 地点④ 

60 分前      

・・・ 

    

50 分前          

40 分前          

30 分前          

20 分前          

10 分前          

最新データ          

 

 

（５）流入水量予測 

整理後のデータは、情報共有システム内の流入水量予測ＡＩに引き渡され、決められた

時刻の流入水量が得られる。 
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【解 説】 

クラウドサービスは非常に便利であるが、不正アクセスや情報漏洩のリスクがあるので導入の

際にはセキュリティ対策を実施する必要がある。総務省がまとめた「次期自治体情報セキュリ

ティークラウド機能要件」を表2-7に示す。 

 

  

§13 セキュリティ技術 

本技術はクラウドでの利用を推奨している。クラウドには不正アクセスや情報漏洩のリ

スクがあるため、対策が必要になる。 
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表2-7 実証研究におけるセキュリティ対策 

 

   総務省HPより次期自治体情報セキュリティークラウド機能概要一覧 

    ＜https://www.soumu.go.jp/main_content/000702974.pdf＞ 
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第５節 流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築技術 

 

 

【解 説】 

比較的容易に導入できる技術とするため、一般的で汎用性の高いソフトウェアを用いる方が良

い。実証研究でのＡＩモデル構築条件を表2-8に示す。ソフトウェアはMathworks社のソフト

「MATLAB」を使用しているので、予測モデル、アルゴリズムとも一般的な手法であり、汎用性は

高い。ラグ値、隠れ層は構築したＡＩの精度が最も高くなる値とした方が良い。ラグ値、隠れ層

とも小さすぎる場合、大きすぎる場合には予測精度が低下するので注意が必要であるが、表2-8

で示した値を基準とし、最適値の検討を行う事が望ましい。（最適値の検討方法については、資

料編第2章第4節第1項に記載） 

 

表2-8 実証研究でのＡＩ構築条件 

ソ フ ト ウ ェ ア Mathworks社製 MATLAB 

予 測 モ デ ル 非線形 input-output モデル(深層学習) 

ア ル ゴ リ ズ ム レーベンバーグ・マーカート法 

ラ グ 値 ７ 

隠 れ 層 20 

利
用
デ
□
タ 

説明変数 

流入水量 流入水量実測値(流入水量予測間隔:10分) 

降 水 量 

予 報 値 

24種類 

降水地点4地点×予報時刻6時刻＝24種類 

（図2-5参照） 

目的変数 流入水量 
予測時間後の流入水量実測値(流入水量予測間隔) 

予測時間＝体制構築時間＋余裕時間 

  

§14 流入水量予測ＡＩモデル構築条件 

本技術で使用するＡＩは、流入水量を予測することに特化した「特化型ＡＩ」であり、

最も代表的な学習手法である「教師あり学習」で事前に用意された時系列データをもとに

学習し、過去データを入力として未来を予測する。使いやすいＡＩとするため、一般的で

汎用性の高い手法を用いる。 
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【解 説】 

流入水量予測ＡＩを構築するためには、対象下水処理場の流入水量実績値が必要になる。また、

流入水量予測ＡＩモデルは一度構築すればよいものではなく、継続的な検証と再構築を繰り返す

事で高い精度を維持することができる。本技術における構築と再構築のフローチャートを図2-7

に示す。 

 

   

図2-7 ＡＩ構築・再構築フロー 

 

閾値超イベントデータ収集 ： 流入水量予測ＡＩを構築するための閾値超イベントデー

タを収集する 

ＡＩ構築・再構築 ： 流入水量予測値を得るための流入水量ＡＩを構築・再構

築する 

運用 ： 構築・再構築した流入水量予測ＡＩを情報共有システム

で運用する 

検証 ： 運用している流入水量予測ＡＩを検証する 

学習データの追加 ： 流入水量予測ＡＩを再構築するため学習データに運用時

の閾値超えイベントデータを追加する 

 

注）汚水処理施設の統廃合等による処理区の変更や管渠の見直し、降水量予報方法の変更等、予

測精度に影響を及ぼすと思われる事例が発生した場合は、過去のデータが使えずＡＩを新し

く構築し直す可能性があるので注意が必要。 

§15 流入水量予測ＡＩモデル構築・再構築要件 

ＡＩ構築のための要件とＡＩを再構築するための要件を示す。 
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検証項目は表 2-9 のとおりである。検証項目の目標値については、本技術導入前の実績値を超

えるように設定するべきである。 

 

表2-9 検証項目 

検証項目 

短時間大雨以外について警報発報の時

間差が体制構築時間より前である割合 

見 逃 し 率 

空 振 り 率 

 

短時間大雨以外について警報発報の時

間差が体制構築時間より前である割合 

： 短時間大雨以外により流入水量実績値が閾値を

超えた時刻とＡＩが閾値超を予測した時刻との

差が体制構築時間より長くなる割合。 

見逃し率(表 2-10 参照) ： 実際には閾値を超える流入水量があったが流入

水量予測値は閾値を超えず警報を発報しない確

率。 

空振り率(表 2-10 参照) ： 流入水量予測値が閾値を超え警報を発報したが

実流量が閾値以内である確率。 

 

表 2-10 見逃し率と空振り率 

見逃し率＝Ｂ÷(Ａ＋Ｂ)×100 

空振り率＝Ｃ÷(Ａ＋Ｃ)×100 

予測 

閾値超え 

流入水量あり 

閾値超え 

流入水量なし 

実況 

閾 値 超 え 

流入水量あり 
Ａ 

Ｂ 

（見逃し） 

閾 値 超 え 

流入水量なし 

Ｃ 

（空振り） 
Ｄ 
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【解 説】 

本技術では、大容量データを取り扱う深層学習を用いるので、効率的に短時間でＡＩモデルの

構築、再構築を行うためには、ハードウェアのCPU、メモリの選定に注意を払い、必要に応じて

GPUの利用について検討し要否を判断するのが望ましい。OSがWindowsでＡＩ構築・再構築用のア

プリケーションが正常に稼働し、データは他ハードウェアで保存することを前提とした場合にお

ける最小スペックを表2-11に示す。 

 

表2-11 ＡＩ構築・再構築用ハードウェア最小スペック 

C P U  Intel or AMD x86-64 processor 2コアCPU 

メ モ リ 容 量 8GB 

記 録 容 量 10GB 

G P U  不要 

 

 

  

§16 ＡＩ構築・再構築用ハードウェア 

機械学習は大量のデータを取り扱う。取り扱うデータ量によって必要なハードウェアの

条件は異なるが、本技術では予測モデルとして深層学習を用いているので、使用するハー

ドウェアには注意を払うべきである。 
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第６節 運転支援技術 

 

 

【解 説】 

運転支援に必要な閾値、警報、運転支援ガイダンスの設定画面例を図2-8に示す。 

 

 

図2-8 閾値設定、警報設定、運転支援ガイダンス設定の例 

 

（１）閾値設定 

下水処理場に浸水被害が発生する恐れがある流入水量を閾値として設定する。閾値の設

定対象は流入水量予測値だけではなく、ポンプ井水位等、その他に対しても設定できる方

が良い。また、一つの設定対象について重警報、高警報等、中警報等複数閾値を設定する

場合もあることから、それに対応できる方が更によい。 

 

（２）警報設定 

設定した閾値を超えた場合に発報される警報の種別(重、高、中、低等)、通知先を設定

する。警報の種別は下水処理場によって異なる場合もあるが、重警報は安全性への影響、

高警報は環境・法令違反への影響、中警報は運転継続性への影響、低警報は経済的・保守

§17 運転支援技術 

運転支援技術とは、収集したデータを元に流入水量予測ＡＩにより得られる流入水量予

測値が閾値を超えた場合に、警報の発報、運転支援ガイダンスの発出で運転支援を行うた

めの技術である。 
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性への影響により定められる事が一般的である。 

 

（３）運転支援ガイダンス設定 

警報内容ごとに運転支援ガイダンスを設定する。運転支援ガイダンスの例を表2-12に示

す。 

表2-12 運転支援ガイダンスの例 

表示内容 

止水板設置 

土のう設置 

スクリーン清掃 

流入部室前マンホールのバルブ閉確認 

ＯＤ曝気装置停止 

沈降剤投入 

流入ゲート操作 

巡回被害確認 

回分槽手動運転へ切替 

操作連絡 

体制・配置連絡 

 

 

（４）情報共有 

収集したデータ、発報された警報、発出された運転支援ガイダンス等の情報は関係者と

共有する。共有された情報はグラフ化等、情報に適した方法で表示される。主な表示方法

の例を表2-13に、表示画面の例を図2-9～2-11に示す。共有機器はグラフ等を確認できる

ＰＣ、携帯電話、タブレットであることが望ましいが、最低限、警報とガイダンス内容を

確認できるE-mailを受信できる機器が必要である。 

表2-13 情報表示方法 

項 目 内 容 

リアルタイムトレンドグラフ 計測機器データを通信盤送信間隔で表示 

流入水量実績及び流入水量予測

トレンドグラフ 
降水量予報に合わせ流入水量予測間隔で表示 

警報・運転支援ガイダンス 警報発報と運転支援ガイダンス発出状況 
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図2-9 リアルタイムトレンドグラフの例（ＰＣ端末） 

 

 

図2-10 流入水量実績及び流入水量予測トレンドグラフの例（ＰＣ端末） 

 

 

図2-11 警報発報と運転支援ガイダンス発出の例 
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第７節 実証研究に基づく技術の評価 

 

 

【解 説】 

新技術の導入促進に際しては、各技術の性能指標を定量的に比較し、性能の優れた技術を選定

できるように、各技術について、評価項目、評価方法並びに評価結果を設定、提示する必要があ

る。 

本ガイドラインでは、本技術の性能を評価する項目として、（１）流入水量予測の精度、（２）

ガイダンス確認時間、（３）システム設置・運用コスト、（４）適用条件・推奨条件について評価

を行った。 

革新的技術の評価項目とその概要について、以下に示す。 

（１）流入水量予測の精度 

本技術における流入水量予測の精度については、①警報発報時間差、②見逃し率、③空振り率

の３つの指標を用いて評価を行う。 

①警報発報時間差とは、流入水量実績が閾値を超えた時刻とAIが閾値を超えると予測した時刻

の差を表す。②見逃し率と③空振り率は表2-14のように表され、②見逃し率は、閾値を超える流

入水量をAIが予測できなかった割合を表し、③空振り率は、AIが閾値を超えると予報したが実際

には流入水量が閾値を超えなかった割合を表す。 

表2-14 ②見逃し率と③空振り率 

②見逃し率＝Ｂ÷(Ａ＋Ｂ)×100 

③空振り率＝Ｃ÷(Ａ＋Ｃ)×100 

予測 

閾値超え 

流入水量あり 

閾値超え 

流入水量なし 

実況 

閾 値 超 え 

流入水量あり 
Ａ 

Ｂ 

（見逃し） 

閾 値 超 え 

流入水量なし 

Ｃ 

（空振り） 
Ｄ 

 

（２）ガイダンス確認時間 

本項目は、本技術が発報した流入水量予測警報や運転支援ガイダンスが実務者によって認知さ

れた時間によって運転支援効果の評価を行う。 

（３）システム設置・運用コスト（費用便益比） 

本項目は、本技術の導入・運用に係るコストと、本技術の導入によって得られる便益（被害軽

§18 技術の評価項目 

本技術の評価項目を以下に示す。 

（１）流入水量予測の精度 

（２）ガイダンス確認時間 

（３）システム設置・運用コスト（費用便益比） 

（４）下水道施設への適用性（適用条件、推奨条件） 
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減期待額と人件費削減額）の大きさを算出し、それによって得られる費用便益比によって、シス

テム設置・運用コストの評価を行う 

（４）下水道施設への適用性（適用条件・推奨条件） 

本技術は多くの既存施設に適用可能であることが特徴の１つであるが、本技術を適用できる条

件を明確にすることによって、本技術の適用性の評価を行う。 
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【解 説】 

実証研究における統括した結果を表2-15に示す。それぞれの評価項目について、目標に対して

十分な到達が確認されている。 

なお、実証研究における表2-15に示した評価項目のうち、流入水量予測の精度及びガイダンス

確認時間の目標は、従来よりも同等以上または同等以下となるように設定した。導入にあたって

はこれらを参考に、導入する現場条件等に応じて目標を設定する。 

 

表 2-15 実証研究における結果  

評価項目 評価指標 目標 結果 参照 

流入水量予測の

精度 

警報発報時間差 60%以上 66.7% 

資料編 4.4 見逃し率 52%以下 25% 

空振り率 69%以下 55.0% 

ガイダンス確認

時間 
 

10分以内に確認した

割合が 95%以上 
100% 資料編 5.5 

システム設置・

運用コスト 
 B/C>１以上 

1.53 

※既存クラウドを

活用した場合 

資料編 6.3 

下水道施設への

適用性 
 

チェックリストを作

成し、適用性を評価 

約 803 施設に 

適用可能 
資料編 7.2 

 

  

§19 技術の評価結果 

本技術の評価結果を以下に示す。 


